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拠点運営協議会
拠点の運用についての協議の場

計画の位置づけ11 障害者の現状33

計画の全体像22

　この計画は，障害者基本法第11条第３項に基づく「市町村障害者計画」と障害者総合支援法第88条に基づく
「市町村障害福祉計画」として位置づけ，国の「障害者基本計画」及び県の「千葉県障害者計画」との整合を図りながら，
「柏市総合計画」及び「柏市地域健康福祉計画」に即して，障害者福祉施策の計画的な推進を図ります。

計画の評価と進捗管理44
　基本計画の各取組や福祉計画で定めた成果目標，活動指標（障害福祉サービス）及び地域生活支援事業について
は，ＰＤＣＡの考え方に基づき定期的に評価及び進捗管理を実施します。
　評価にあたっては，庁内の内部評価及び市民等による外部評価の両面から実施します。

重点目標55

　本市では、相談，体験の機会，緊急の対応等，障害者の地域生活を一体的に支える「地域生活支援拠点」を計画
的に配置し，一方通行とならない循環した障害者支援体制「地域循環ネットワークシステム」の構築を重点目標と
定めます。

「みんなでつくる　みんなで暮らせるまち　かしわ」「みんなでつくる　みんなで暮らせるまち　かしわ」

障害の有無にかかわらず，市民誰もが互いに人格と個性を尊重し，支え合って共生する社会を目指します。

誰もが生き生きとその人らしく地域の中で暮らせる環境づくりを進めていくまちを目指します。

2 暮らしやすい環境づくりの推進

保健・医療・教育との連携を蜜にし，健やかな心身を保ち暮らせる地域づくりを進めるまちを目指します。

3 健やかに暮らせる地域づくりの推進

重点施策

共生社会の実現に向けた相互理解の促進1

相談支援・権利擁護体制の充実1
地域生活を支える基盤整備2

就労支援体制の充実3
子どもの健やかな育成のための支援体制の充実4

重点目標
地域循環ネットワークシステムの構築

柱1 柱2

柱3 柱4 柱7

柱5 柱6

第３期柏市障害者基本計画（後期計画）

第５期柏市障害福祉計画
（第１期柏市障害児福祉計画） 各種障害福祉サービスの供給見込み量・確保方策

柱1 福祉意識の醸成と支え合いの環境づくりの推進
柱2 情報提供・相談，権利擁護体制の確立
柱3 暮らしを支えるサービスの充実
柱4 誰もが働きやすく，活動しやすい環境づくりの推進

柱5 子どもの成長への支援
柱6 健康・医療体制の充実
柱7 安全・安心な生活環境の整備

基本目標

基本理念

基本方針

柏市の手帳所持者数は，5
年間で2360人増えており，
特に精神障害者の増加率が
大きくなっています。

2012年度

20,000
（人）

15,000

10,000

5,000

0
2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

（平成28年度）

10,13810,138

2,1002,100
1,8831,883

10,54710,547

2,2322,232
2,0992,099

10,76810,768

2,3562,356
2,3292,329

10,98210,982

2,4902,490
2,5162,516

11,21111,211

2,5502,550

2,7202,720

10.6%増10.6%増

21.4%増21.4%増

44.5%増44.5%増14,12114,121 14,87814,878 15,45315,453 15,98815,988 16,48116,481

身体障害者 知的障害者 精神障害者

地域循環ネットワークシステムの構築

地域循環ネットワークシステムのイメージ

 

柏中央北部

24時間対応・緊急時受入れ
強度行動障害・発達障害支援

ＧＨ・ショートステイ・生活介護・居宅介護

基幹相談支援センター基幹相談支援センター

地域生活支援拠点あおば

柏中央南部

精神障害・重度心身障害児支援
ＧＨ・ショートステイ・就継Ｂ・放デイ・訪看

地域生活支援拠点たんぽぽ

24時間対応・緊急時受入れ
地域生活支援拠点

24時間対応・緊急時受入れ
地域生活支援拠点

24時間対応・
緊急時受入れ

グループホーム・
短期入所

連携
連携

連携

連携

連携

連携連携

連携

連携

連携

障害者支援施設

居宅介護事業所

生活介護事業所

地域包括支援センター

協力 協力

協力

調整・
バックアップ

重心障害児者施設

保健所・
こども発達センター

児童発達支援事業所・
放課後等デイサービス

こども園・幼稚園・保育園・
小・中学校・高校・特別支援学校

地域活動支援センター

相談支援事業所

社会福祉協議会

防災福祉K-Net等
司法・警察

就労移行・
継続事業所

子ども

健康・医療

情報・相談暮らし

安全・安心

就労

柏市障害福祉課
柏市障害者相談支援室

各医療機関



1 2

拠点運営協議会
拠点の運用についての協議の場

計画の位置づけ11 障害者の現状33

計画の全体像22

　この計画は，障害者基本法第11条第３項に基づく「市町村障害者計画」と障害者総合支援法第88条に基づく
「市町村障害福祉計画」として位置づけ，国の「障害者基本計画」及び県の「千葉県障害者計画」との整合を図りながら，
「柏市総合計画」及び「柏市地域健康福祉計画」に即して，障害者福祉施策の計画的な推進を図ります。

計画の評価と進捗管理44
　基本計画の各取組や福祉計画で定めた成果目標，活動指標（障害福祉サービス）及び地域生活支援事業について
は，ＰＤＣＡの考え方に基づき定期的に評価及び進捗管理を実施します。
　評価にあたっては，庁内の内部評価及び市民等による外部評価の両面から実施します。

重点目標55

　本市では、相談，体験の機会，緊急の対応等，障害者の地域生活を一体的に支える「地域生活支援拠点」を計画
的に配置し，一方通行とならない循環した障害者支援体制「地域循環ネットワークシステム」の構築を重点目標と
定めます。

「みんなでつくる　みんなで暮らせるまち　かしわ」「みんなでつくる　みんなで暮らせるまち　かしわ」

障害の有無にかかわらず，市民誰もが互いに人格と個性を尊重し，支え合って共生する社会を目指します。

誰もが生き生きとその人らしく地域の中で暮らせる環境づくりを進めていくまちを目指します。

2 暮らしやすい環境づくりの推進

保健・医療・教育との連携を蜜にし，健やかな心身を保ち暮らせる地域づくりを進めるまちを目指します。

3 健やかに暮らせる地域づくりの推進

重点施策

共生社会の実現に向けた相互理解の促進1

相談支援・権利擁護体制の充実1
地域生活を支える基盤整備2

就労支援体制の充実3
子どもの健やかな育成のための支援体制の充実4

重点目標
地域循環ネットワークシステムの構築

柱1 柱2

柱3 柱4 柱7

柱5 柱6

第３期柏市障害者基本計画（後期計画）

第５期柏市障害福祉計画
（第１期柏市障害児福祉計画） 各種障害福祉サービスの供給見込み量・確保方策

柱1 福祉意識の醸成と支え合いの環境づくりの推進
柱2 情報提供・相談，権利擁護体制の確立
柱3 暮らしを支えるサービスの充実
柱4 誰もが働きやすく，活動しやすい環境づくりの推進

柱5 子どもの成長への支援
柱6 健康・医療体制の充実
柱7 安全・安心な生活環境の整備

基本目標

基本理念

基本方針

柏市の手帳所持者数は，5
年間で2360人増えており，
特に精神障害者の増加率が
大きくなっています。

2012年度

20,000
（人）

15,000

10,000

5,000

0
2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

（平成28年度）

10,13810,138

2,1002,100
1,8831,883

10,54710,547

2,2322,232
2,0992,099

10,76810,768

2,3562,356
2,3292,329

10,98210,982

2,4902,490
2,5162,516

11,21111,211

2,5502,550

2,7202,720

10.6%増10.6%増

21.4%増21.4%増

44.5%増44.5%増14,12114,121 14,87814,878 15,45315,453 15,98815,988 16,48116,481

身体障害者 知的障害者 精神障害者

地域循環ネットワークシステムの構築

地域循環ネットワークシステムのイメージ

 

柏中央北部

24時間対応・緊急時受入れ
強度行動障害・発達障害支援

ＧＨ・ショートステイ・生活介護・居宅介護

基幹相談支援センター基幹相談支援センター

地域生活支援拠点あおば

柏中央南部

精神障害・重度心身障害児支援
ＧＨ・ショートステイ・就継Ｂ・放デイ・訪看

地域生活支援拠点たんぽぽ

24時間対応・緊急時受入れ
地域生活支援拠点

24時間対応・緊急時受入れ
地域生活支援拠点

24時間対応・
緊急時受入れ

グループホーム・
短期入所

連携
連携

連携

連携

連携

連携連携

連携

連携

連携

障害者支援施設

居宅介護事業所

生活介護事業所

地域包括支援センター

協力 協力

協力

調整・
バックアップ

重心障害児者施設

保健所・
こども発達センター

児童発達支援事業所・
放課後等デイサービス

こども園・幼稚園・保育園・
小・中学校・高校・特別支援学校

地域活動支援センター

相談支援事業所

社会福祉協議会

防災福祉K-Net等
司法・警察

就労移行・
継続事業所

子ども

健康・医療

情報・相談暮らし

安全・安心

就労

柏市障害福祉課
柏市障害者相談支援室

各医療機関



3 4

重点施策66

　障害者が地域で安心して生活できるよう，相談支援体制と権利擁護体制を一体的に取り組み，施策を推進
します。

相談支援・権利擁護体制の充実1

①相談支援・ケアマネジメント体制の充実

◆ 障害者相談支援・コーディネート事業
◆ 自立支援協議会相談支援部会の運営支援
◆ 相談支援事業所及び相談支援専門員増加の取組

主な事業

②権利擁護体制の充実

◆ 権利擁護ネットワーク会議の開催
◆ 虐待防止に関する研修会の実施

主な事業

　民間と連携し，障害に応じた就労支援体制を充実していきます。
　また，就職後の定着支援を強化し，就労系事業所の工賃向上にも積極的に取り組んでいきます。

就労支援体制の充実3

①就労支援体制の充実

◆ 障害者就業・生活支援センターなどによる
　 就労相談事業

主な事業

②職場定着支援の充実

◆ 就労定着支援

主な事業

　発達の段階に応じて一人ひとりの個性と能力に応じた支援を行うために，各関係機関と連携し，切れ目の
ない包括的な支援体制を強化し，保健・療育等の充実及び学齢期への支援の充実を図ります。
　また，医療的ケアが必要な子どもへの支援を行います。

子どもの健やかな育成のための支援体制の充実4

①保健・療育等の充実

◆ 幼児健康診査
◆ 外来療育相談支援（集団・個別）事業
◆ 児童発達支援・医療型児童発達支援・居宅訪問型
　 児童発達支援の充実
◆ 保育所等訪問支援事業

主な事業

③医療・ケア体制の充実

◆ 喀痰吸引等の特定行為ができるホームヘルパーの育成
◆ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整する
　 コーディネーターの配置

主な事業

②学齢期への支援の充実

◆ ライフサポートファイルの活用促進
◆ 多様な学びの場の整備
◆ 放課後等デイサービスの充実
◆ 障害児事業所の指定指導権限の移譲（2019年度～）

主な事業

③工賃向上の取組強化

◆ 就労継続支援（Ｂ型）事業所の支援による
　 工賃向上

主な事業

　自宅に限らず，住み慣れた地域での生活を望む声が多いことから，「地域生活を支える基盤整備」を推進
します。
　また，障害者の活動支援等の場づくりや精神障害者の地域移行支援を推進します。

地域生活を支える基盤整備2

①地域生活支援拠点の整備と体制の構築

◆ 地域生活支援拠点整備事業
◆ 地域生活支援拠点運営協議会の開催

主な事業

③障害理解推進を支える拠点機能
　の整備

◆ 教育福祉会館耐震改修等工事

主な事業

②多様な住まいの確保と居住の支援

◆ 共同生活援助（グループホーム）の整備
◆ 障害福祉サービス施設等改造等補助

主な事業

虐待防止に関する研修会の様子

24時間相談支援に
対応する拠点や専門
員が増加すると安心
だわ。

新規

地域生活支援拠点たんぽぽ

地域生活支援拠点あおば

朋生園での作業の様子就労相談の様子

新規

柏市こども発達センター

新規

新規
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24時間相談支援に
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だわ。
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柏市こども発達センター

新規

新規
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● 障害福祉のしおりの発行
● 意思疎通支援事業（手話通訳者・要約筆記者の派遣）
● 障害者相談支援・コーディネート事業
● 権利擁護ネットワーク会議の開催　など

主な事業

● 地域生活支援拠点整備事業
● 共同生活援助（グループホーム）の整備
● 日中活動系サービス(生活介護・療養介護・自立訓練）の提供
● 短期入所等の緊急時対応サービスや体験・レスパイト等の支援　など

主な事業

基本目標（７つの柱）77
柱１ 福祉意識の醸成と支え合いの環境づくりの推進

　障害者差別解消法の施行に伴い，差別の禁止が徹底されるとともに，「障害」に対する市民理解がより一層求め
られていることから，市民や事業者，行政等関係機関への「障害」の理解・普及啓発，広報活動や，福祉教育の充
実を図ります。
　また，身近な場所での福祉意識の醸成を図るため，学校等の教育部門や，地域活動を担う団体等と連携し，障害
の有無にかかわらず，広く社会参加が果たせる環境づくりに取り組みます。

柱２ 情報提供・相談，権利擁護体制の確立
　障害者が必要な情報を受けられるように，広報やホームページなどの情報伝達媒体を積極的に活用するととも
に，意思疎通支援を充実させるなど，適切な情報提供を図ります。
　また，生活上のさまざまな相談や福祉サービスの利用に関しての相談支援・ケアマネジメント体制の構築を図
り，地域内ネットワークとして包括的な支援につながる体制づくりを図ります。
　さらに，障害者虐待の防止や成年後見制度の利用促進，差別解消など，障害者の権利擁護体制の充実を図ります。

● 障害理解・啓発イベントの実施
● 障害者支援ボランティア養成講座の開催
● 教育福祉会館耐震改修等工事　　　 など

主な事業

新規

施策１ 啓発・広報活動の充実
施策２ 協働による福祉活動の充実
施策３ 障害理解推進を支える拠点機能の整備

施策１ 情報提供・意思疎通支援の充実
施策２ 相談支援・ケアマネジメント体制の充実
施策３ 権利擁護体制の充実

柱３ 暮らしを支えるサービスの充実
　障害者が住み慣れた地域で安心して暮らすために，生活を支える拠点機能の整備を図ります。
　また，居住の場としてのグループホーム等の充実や，在宅生活を支えるホームヘルパーや訪問入浴サービスによ
る在宅介護，2018年度の障害者総合支援法改正により開始される自立生活援助，通所施設による日中活動支援や
外出介護や同行援護等による外出支援，家族の病気などにより急に家族の介護が受けられなくなったときに支援で
きるように，短期入所や日中一時支援などのレスパイト支援等を総合的に展開します。

施策１ 地域生活を支える場の拡充
施策２ 日常生活の支援

柱４ 誰もが働きやすく，活動しやすい環境づくりの推進
　障害者が自立し，地域で元気にその人らしく生き生きと生活していくためには，その人に合った就労支援の仕組
みが必要です。そのため，市とハローワークや就労支援機関が連携して就労の支援を進めるとともに，職場定着に
向けた就職後の支援体制の構築を図り，障害者の社会参加と自立を促進します。
　また，障害者優先調達推進法の推進や就労系事業所等における販売力向上等の支援を図るとともに，就労系事業
所の工賃向上や，障害福祉サービス事業所の質の向上を目指します。

● 障害者就業・生活支援センターなどによる就労相談事業
● 就労定着支援
● 就労継続支援（Ｂ型）事業所の支援による工賃向上
● 障害者スポーツ体験交流事業　など

主な事業

施策１ 就労支援体制の充実
施策２ スポーツ・芸術文化活動等の推進

新規

障害理解・啓発イベント
『ハンドスタンプアート』

障害理解・啓発イベント
『音楽がくれた希望コンサート』

障害者虐待防止センター

手話通訳・要約筆記対応窓口

パラリンピック正式種目　ボッチャ

青和園での作業風景

生活介護の様子

グループホーム
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柱５ 子どもの成長への支援
　健診等を活用して障害や発達支援の必要のある児童を早期に把握するとともに，適切な療育や福祉サービスの利
用につなげるよう，早期支援の充実を図ります。
　幼児期は児童発達支援を活用して集団生活をサポートし，学齢期は特に不足している肢体不自由児や医療的ケア
児への対応も含めて特性に応じた多様な教育環境の整備をします。ライフステージに応じた切れ目のない支援と各
段階に応じた関係者の連携を強化します。

　各障害福祉サービスを提供することにより実現を目指す数値を「成果目標」として設定します。

● 児童発達支援・医療型児童発達支援・居宅訪問型児童発達支援の充実
● 保育所等訪問支援事業
● ライフサポートファイルの活用促進　など

主な事業

施策１ 保健・療育等の充実
施策２ 学齢期への支援の充実

柱６ 健康・医療体制の充実

● フレイル予防事業
● 障害児等医療的ケア支援連絡会の開催
● 精神障害に対応した地域包括ケアシステムの構築のための関係者協議の場の設置 など

主な事業

施策１ 健康管理等の支援
施策２ 医療・ケア体制の充実

施策３ 精神保健の充実

柱７ 安全・安心な生活環境の整備

● 柏市防災福祉Ｋ－Ｎｅｔ
● ヘルプカードの配布
● 「福祉のまちづくり」基準の適合指導 など

主な事業

施策１ 安全対策（防災，防犯等）の推進
施策２ 福祉のまちづくり

キッズルームこすもす
の様子

ライフサポートファイル

ヘルプカード

医療的ケアの様子

災害時障害者支援
ハンドブック

障害福祉計画（障害福祉サービスの目標）88

成果目標1

1 福祉施設の入所者の地域生活への移行
◆1 施設入所者の地域生活への移行（2018年度～2020年度）

5人2020年度末までに地域生活（自宅・グループホーム等）へ移行する施設入所者数目標値

柱3

（施設入所者数の2.5％）◆2 施設入所者の削減

4人2020年度末時点の差し引き減少見込み数 目標値

（削減率2.０％）
2016年度末時点の施設入所者数　　　　199人
2020年度末時点の施設入所者見込み数　195人（ （

2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
◆1 障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置状況
◆2 市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置状況
◆3 精神病床における１年以上長期入院患者数（65歳以上，65歳未満）
◆4 精神病床における早期退院率（入院後3か月時点，6か月時点，1年時点）

柱6

※数値目標値は県で定める事項となりますが，市では県や医療機関と連携を図ることにより，退院する精神障害者が円滑に地
域生活に移行できるよう体制を整備していきます。

3 地域生活支援拠点等の整備 柱3

◆1 地域生活支援拠点等の整備
2020年度末までに整備する地域生活支援拠点の数　
（2017年度末時点　２か所）

目標値

　障害者の特性や地域性等を考慮して，新規または既存のグループホームや障害者支援施設に機能を付加
する形など，幅広くモデルを検討して整備します。

4 福祉施設から一般就労への移行等
◆1 福祉施設から一般就労への移行者数

69人2020年度中に福祉施設から一般就労へ移行する人数
（2016年度実績　58人）

目標値

（2016年度実績の1.19倍）

4か所
（＋2か所）

◆3 就労移行支援事業所ごとの就労移行率
5割以上2020年度末における就労移行率3割以上の事業所割合目標値

◆4 職場定着率
80％以上就労定着支援による支援開始1年後の職場定着率目標値

◆2 就労移行支援事業の利用者数

19人就労移行支援事業利用者数の増加目標値

（約2割増）
2016年度末の就労移行支援事業利用者数 96人
2020年度末の就労移行支援事業利用者見込み数 115人（ （

5 障害児支援の提供体制の整備等（障害児福祉計画）
◆児童発達支援センターの設置
◆保育所等訪問支援事業の開始

◆児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業の開始
◆医療的ケア児支援の協議の場の設置

※本市では既に全項目について設置・実施済です。

柱5

フレイル予防の取組

柱4

　健康管理に関する動機づけやリハビリ相談を実施するとともに，疾病を起因とした障害を予防するため健康づく
りやフレイル予防事業を推進します。医療と福祉の連携を進め，医療的ケアが必要な障害者（児）への在宅支援等の
充実を図ります。精神障害者の地域生活を促進・支援するために，啓発活動を行うとともに，医療と福祉の連携，
住まいの確保，地域包括ケアシステムの構築を図ります。

　障害者が住みなれた地域で安全・安心な生活を実現するため，地域における見守り体制を充実させるなど，障害
者の防災・防犯体制の充実を図ります。また，障害者でも安全に外出し，社会参加ができるようバリアフリー化等
の推進や公共交通の利便性の確保など「福祉のまちづくり」を推進します。

新規
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4人2020年度末時点の差し引き減少見込み数 目標値

（削減率2.０％）
2016年度末時点の施設入所者数　　　　199人
2020年度末時点の施設入所者見込み数　195人（ （

2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
◆1 障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置状況
◆2 市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置状況
◆3 精神病床における１年以上長期入院患者数（65歳以上，65歳未満）
◆4 精神病床における早期退院率（入院後3か月時点，6か月時点，1年時点）

柱6

※数値目標値は県で定める事項となりますが，市では県や医療機関と連携を図ることにより，退院する精神障害者が円滑に地
域生活に移行できるよう体制を整備していきます。

3 地域生活支援拠点等の整備 柱3

◆1 地域生活支援拠点等の整備
2020年度末までに整備する地域生活支援拠点の数　
（2017年度末時点　２か所）

目標値

　障害者の特性や地域性等を考慮して，新規または既存のグループホームや障害者支援施設に機能を付加
する形など，幅広くモデルを検討して整備します。

4 福祉施設から一般就労への移行等
◆1 福祉施設から一般就労への移行者数

69人2020年度中に福祉施設から一般就労へ移行する人数
（2016年度実績　58人）

目標値

（2016年度実績の1.19倍）

4か所
（＋2か所）

◆3 就労移行支援事業所ごとの就労移行率
5割以上2020年度末における就労移行率3割以上の事業所割合目標値

◆4 職場定着率
80％以上就労定着支援による支援開始1年後の職場定着率目標値

◆2 就労移行支援事業の利用者数

19人就労移行支援事業利用者数の増加目標値

（約2割増）
2016年度末の就労移行支援事業利用者数 96人
2020年度末の就労移行支援事業利用者見込み数 115人（ （

5 障害児支援の提供体制の整備等（障害児福祉計画）
◆児童発達支援センターの設置
◆保育所等訪問支援事業の開始

◆児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業の開始
◆医療的ケア児支援の協議の場の設置

※本市では既に全項目について設置・実施済です。

柱5

フレイル予防の取組

柱4

　健康管理に関する動機づけやリハビリ相談を実施するとともに，疾病を起因とした障害を予防するため健康づく
りやフレイル予防事業を推進します。医療と福祉の連携を進め，医療的ケアが必要な障害者（児）への在宅支援等の
充実を図ります。精神障害者の地域生活を促進・支援するために，啓発活動を行うとともに，医療と福祉の連携，
住まいの確保，地域包括ケアシステムの構築を図ります。

　障害者が住みなれた地域で安全・安心な生活を実現するため，地域における見守り体制を充実させるなど，障害
者の防災・防犯体制の充実を図ります。また，障害者でも安全に外出し，社会参加ができるようバリアフリー化等
の推進や公共交通の利便性の確保など「福祉のまちづくり」を推進します。

新規
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活動指標（障害福祉サービスの見込み）2

　成果目標を実現するための具体的な活動指標を定めます。

１ 訪問系サービス

柱３

基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

居宅介護
人/月

時間/月

386

9,395

417

10,008

重度訪問介護
人/月

時間/月

20

6,947

30

10,560

常に介護を必要とする方の自宅で身の回りの介護や外出移動支援
など総合的に行うサービスで，2017年度末利用者見込み２４人から
各年度２人程度の利用者数の増加を見込みます。

視覚障害者の移動の援護等の外出支援サービスで，年度ごとに約１
％（２人）の利用者の伸びを見込みます。

知的，精神障害者で自己判断能力が制限されている人が行動する
際の外出支援サービスで，各年度２人程度の利用者数の増加を見込
みます。

介護の必要性がきわめて高い人に居宅介護等複数のサービスを行
うもので，市ではこれまで実績がなく，市近隣でも提供事業所がない
ため利用は見込んでいません。

自宅で入浴，排泄，食事の介護等を行うサービスで，年度ごとに約２
％の利用者数の伸びを見込みます。

同行援護
人/月

時間/月

80

1,965

84

1,932

行動援護
人/月

時間/月

10

197

18

558

重度障害者等包括支援
人/月

時間/月

－

－

－

－

２ 日中活動系サービス

柱３

柱３

柱４

項　目基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

生活介護
人/月

人日/月

574

11,727

671

13,420

自立訓練（機能訓練）
人/月

人日/月

3

39

2

44

自立訓練（生活訓練）
人/月

人日/月

17

316

16

304

就労移行支援
人/月

人日/月

96

1,614

115

1,955

就労継続支援（Ａ〔雇用〕型）
人/月

人日/月

96

1,867

117

2,223

就労継続支援（Ｂ〔非雇用〕型）
人/月

人日/月

418

7,458

508

8,636

短期入所（福祉型）
人/月

人日/月

119

782

143

1,001

短期入所（医療型）
人/月

人日/月

11

38

15

45

就労定着支援
人/月

人日/月

－

－

52

270

療養介護 人/月 24 24

３ 居住系サービス

柱３

項　目基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

自立生活援助 人/月 － 40

共同生活援助（グループホーム） 人/月 214 280

施設入所支援 人/月 199 195

４ 相談支援関連

柱２

基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

計画相談支援 人/月 305 370

障害児相談支援 人/月 103 125

地域移行支援 人/月 1 5

地域定着支援 人/月 1 40

５ 障害児福祉サービス（障害児福祉計画）
（1）障害児通所支援

柱５

項　目基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

児童発達支援
人/月

人日/月

205

2,111

249

2,490

医療型児童発達支援
人/月

人日/月

27

169

27

216

放課後等デイサービス
人/月

人日/月

491

5,729

784

7,056

保育所等訪問支援
人/月

人日/月

34

39

38

46

居宅訪問型児童発達支援
（利用児童数）

人/月

人日/月

－

－

1

5

（2）障害児相談支援

柱５

項　目基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

障害児相談支援 人/月 103 125

コーディネーター（配置人数） 人/月 － 7

常に介護を必要とする人に昼間，入浴，排泄，食事の介護等を行うと
ともに創作的活動又は生産活動の機会を提供するサービスで，生活
介護事業所の増加から，年度ごとに４％の利用者増を見込みます。

身体障害者を対象に理学・作業療法等を行う支援で，市内に事業所
がないため第１期計画以降１～３人の実績で推移しているため２人
の利用を見込みます。

知的・精神障害者を対象に入浴，排泄及び食事等自立生活を営むた
めの訓練等で，過去の実績から月16人を見込みます。

一般就労を希望する障害者を対象に一定期間就労に必要な訓練や
求職活動に関する支援等を行うサービスで，事業の利用者は2016
年度末実績96人から２割以上増加を目標とします。

雇用契約に基づき生産活動，就労に必要な知識及び能力の向上に
必要な訓練やその他必要な支援を行うサービスで，実績から一定利
用者増を見込みますが，質の確保と適正な支援を行います。

一般企業等での就労が困難な障害者を対象に生産活動，就労に必
要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行う支援で，過
去の利用実績と地域活動支援センターからの移行支援を踏まえ，年
度ごとに５％の利用者増を見込みます。

障害者との相談を通じて生活面の課題を把握するとともに企業や
関係機関等との連絡調整やそれに伴う課題解決に向けた支援サー
ビスで，福祉施設から一般就労移行者の８割程度がその次年度に利
用し，１人あたり週１日（月５日）程度の支援を受けると想定します。 

医療と常時介護を必要とする障害者を対象に医療機関で機能訓練，
療養上の管理，看護，介護及び日常生活の世話を行うサービスで，実
績から現状と同じ24人の利用で推移を見込みます。

自宅で介護する人が病気などの理由により，障害者の支援施設など
の短期間入所することが必要な障害者を対象に，グループホーム，
障害者支援施設（福祉型）や療養介護事業所（医療型）などへ短期間
入所し，入浴，排泄または食事の介護等を提供するサービスで，実利
用者は実績から支給決定者の20％程度を見込み，福祉型は１人あた
り月７日，医療型は月３日を見込みます。

定期的に利用者の居宅を訪問し，障害者の理解力，生活力等を補う
観点から適時に適切な支援を行うもので，国の指針における対象者
は地域定着支援とほぼ同じため，同数の利用を想定します。

共同生活を行う住居で，主に夜間や休日，相談や日常生活上の援助
を行います。地域移行の推進や保護者の高齢化から年度ごとに７％
の利用者増を見込みます。

施設入所障害者に夜間や休日に入浴，排泄，食事の介護等を行うサ
ービスで，２０１６年度末実績（１９９人）の２％減以上を目標とし，2020
年度は利用者195人と見込みます。

障害福祉サービス又は地域相談支援利用者のサービス等利用計画
を作成し行うケアマネジメントで，障害福祉サービス等の利用者数
を勘案し，年度ごとに５％程度の増加を見込みます。

障害児通所支援利用者の障害児支援利用計画を作成し行うケアマ
ネジメントで，障害児通所支援の利用者数を勘案し，年度ごとに５％
程度の増加を見込みます。

障害者支援施設入所者や病院に入院している精神障害者に対し，
地域生活に移行するための相談や支援を行います。入所施設利用
者数等を勘案し，年度ごとに１人程度の増加を見込みます。

施設や病院から地域移行した人，単身や家族の状況等により支援が必
要な障害者に対し常時の連絡体制を確保し，緊急時の対応を行います。
単身生活者数等を勘案し，年度ごとに10人程度の増加を見込みます。

療育が必要な未就学児童を対象に日常生活における基本的な動作
の指導，集団生活への適応訓練等を行う支援で，療育ニーズの高ま
りから年度ごとに５％前後の利用者増を見込んでいます。

肢体不自由の児童を対象に日常生活における基本的な動作の指
導，集団生活への適応訓練や身体の状況による治療を行うもので，
現状と同様の利用者が推移すると見込みます。

小・中・高校生の障害児に対して放課後や休日，夏休み等の長期休暇中にお
いて，生活能力向上のための訓練等を継続的に行うサービスで，利用実績の
伸びとニーズの高まりから年度ごとに10％前後の利用者増を見込みます。

障害児施設で指導経験のあるスタッフが保育所等を定期的に訪問し，障害
児や保育所等の職員に対し障害児が集団生活に適応するために行う専門的
支援で，実績から利用者の伸びと一人あたり月１．２日の利用を見込みます。

障害児の居宅を訪問し日常生活における基本的な動作の指導，知
識技能の付与等を行う支援で，利用者は１名程度で週１日（月５日）程
度の利用を見込みます。

障害児通所支援を利用する児童を対象に利用計画を作成し行うケ
アマネジメントで，セルフプランからの移行者も含め年度ごとに６人
程度の利用者増を見込みます。

関連分野の支援を調整するコーディネーターとして養成された相談
支援専門員等の配置を行うもので，研修の実施主体である県と連携
し研修受講による増加に努めます。

新規

新規

新規

新規

項　目

項　目
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活動指標（障害福祉サービスの見込み）2

　成果目標を実現するための具体的な活動指標を定めます。

１ 訪問系サービス

柱３

基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

居宅介護
人/月

時間/月

386

9,395

417

10,008

重度訪問介護
人/月

時間/月

20

6,947

30

10,560

常に介護を必要とする方の自宅で身の回りの介護や外出移動支援
など総合的に行うサービスで，2017年度末利用者見込み２４人から
各年度２人程度の利用者数の増加を見込みます。

視覚障害者の移動の援護等の外出支援サービスで，年度ごとに約１
％（２人）の利用者の伸びを見込みます。

知的，精神障害者で自己判断能力が制限されている人が行動する
際の外出支援サービスで，各年度２人程度の利用者数の増加を見込
みます。

介護の必要性がきわめて高い人に居宅介護等複数のサービスを行
うもので，市ではこれまで実績がなく，市近隣でも提供事業所がない
ため利用は見込んでいません。

自宅で入浴，排泄，食事の介護等を行うサービスで，年度ごとに約２
％の利用者数の伸びを見込みます。

同行援護
人/月

時間/月

80

1,965

84

1,932

行動援護
人/月

時間/月

10

197

18

558

重度障害者等包括支援
人/月

時間/月

－

－

－

－

２ 日中活動系サービス

柱３

柱３

柱４

項　目基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

生活介護
人/月

人日/月

574

11,727

671

13,420

自立訓練（機能訓練）
人/月

人日/月

3

39

2

44

自立訓練（生活訓練）
人/月

人日/月

17

316

16

304

就労移行支援
人/月

人日/月

96

1,614

115

1,955

就労継続支援（Ａ〔雇用〕型）
人/月

人日/月

96

1,867

117

2,223

就労継続支援（Ｂ〔非雇用〕型）
人/月

人日/月

418

7,458

508

8,636

短期入所（福祉型）
人/月

人日/月

119

782

143

1,001

短期入所（医療型）
人/月

人日/月

11

38

15

45

就労定着支援
人/月

人日/月

－

－

52

270

療養介護 人/月 24 24

３ 居住系サービス

柱３

項　目基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

自立生活援助 人/月 － 40

共同生活援助（グループホーム） 人/月 214 280

施設入所支援 人/月 199 195

４ 相談支援関連

柱２

基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

計画相談支援 人/月 305 370

障害児相談支援 人/月 103 125

地域移行支援 人/月 1 5

地域定着支援 人/月 1 40

５ 障害児福祉サービス（障害児福祉計画）
（1）障害児通所支援

柱５

項　目基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

児童発達支援
人/月

人日/月

205

2,111

249

2,490

医療型児童発達支援
人/月

人日/月

27

169

27

216

放課後等デイサービス
人/月

人日/月

491

5,729

784

7,056

保育所等訪問支援
人/月

人日/月

34

39

38

46

居宅訪問型児童発達支援
（利用児童数）

人/月

人日/月

－

－

1

5

（2）障害児相談支援

柱５

項　目基本計画
の柱 単　位 2016

年度実績 解　　　　　説2020
年度

障害児相談支援 人/月 103 125

コーディネーター（配置人数） 人/月 － 7

常に介護を必要とする人に昼間，入浴，排泄，食事の介護等を行うと
ともに創作的活動又は生産活動の機会を提供するサービスで，生活
介護事業所の増加から，年度ごとに４％の利用者増を見込みます。

身体障害者を対象に理学・作業療法等を行う支援で，市内に事業所
がないため第１期計画以降１～３人の実績で推移しているため２人
の利用を見込みます。

知的・精神障害者を対象に入浴，排泄及び食事等自立生活を営むた
めの訓練等で，過去の実績から月16人を見込みます。

一般就労を希望する障害者を対象に一定期間就労に必要な訓練や
求職活動に関する支援等を行うサービスで，事業の利用者は2016
年度末実績96人から２割以上増加を目標とします。

雇用契約に基づき生産活動，就労に必要な知識及び能力の向上に
必要な訓練やその他必要な支援を行うサービスで，実績から一定利
用者増を見込みますが，質の確保と適正な支援を行います。

一般企業等での就労が困難な障害者を対象に生産活動，就労に必
要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行う支援で，過
去の利用実績と地域活動支援センターからの移行支援を踏まえ，年
度ごとに５％の利用者増を見込みます。

障害者との相談を通じて生活面の課題を把握するとともに企業や
関係機関等との連絡調整やそれに伴う課題解決に向けた支援サー
ビスで，福祉施設から一般就労移行者の８割程度がその次年度に利
用し，１人あたり週１日（月５日）程度の支援を受けると想定します。 

医療と常時介護を必要とする障害者を対象に医療機関で機能訓練，
療養上の管理，看護，介護及び日常生活の世話を行うサービスで，実
績から現状と同じ24人の利用で推移を見込みます。

自宅で介護する人が病気などの理由により，障害者の支援施設など
の短期間入所することが必要な障害者を対象に，グループホーム，
障害者支援施設（福祉型）や療養介護事業所（医療型）などへ短期間
入所し，入浴，排泄または食事の介護等を提供するサービスで，実利
用者は実績から支給決定者の20％程度を見込み，福祉型は１人あた
り月７日，医療型は月３日を見込みます。

定期的に利用者の居宅を訪問し，障害者の理解力，生活力等を補う
観点から適時に適切な支援を行うもので，国の指針における対象者
は地域定着支援とほぼ同じため，同数の利用を想定します。

共同生活を行う住居で，主に夜間や休日，相談や日常生活上の援助
を行います。地域移行の推進や保護者の高齢化から年度ごとに７％
の利用者増を見込みます。

施設入所障害者に夜間や休日に入浴，排泄，食事の介護等を行うサ
ービスで，２０１６年度末実績（１９９人）の２％減以上を目標とし，2020
年度は利用者195人と見込みます。

障害福祉サービス又は地域相談支援利用者のサービス等利用計画
を作成し行うケアマネジメントで，障害福祉サービス等の利用者数
を勘案し，年度ごとに５％程度の増加を見込みます。

障害児通所支援利用者の障害児支援利用計画を作成し行うケアマ
ネジメントで，障害児通所支援の利用者数を勘案し，年度ごとに５％
程度の増加を見込みます。

障害者支援施設入所者や病院に入院している精神障害者に対し，
地域生活に移行するための相談や支援を行います。入所施設利用
者数等を勘案し，年度ごとに１人程度の増加を見込みます。

施設や病院から地域移行した人，単身や家族の状況等により支援が必
要な障害者に対し常時の連絡体制を確保し，緊急時の対応を行います。
単身生活者数等を勘案し，年度ごとに10人程度の増加を見込みます。

療育が必要な未就学児童を対象に日常生活における基本的な動作
の指導，集団生活への適応訓練等を行う支援で，療育ニーズの高ま
りから年度ごとに５％前後の利用者増を見込んでいます。

肢体不自由の児童を対象に日常生活における基本的な動作の指
導，集団生活への適応訓練や身体の状況による治療を行うもので，
現状と同様の利用者が推移すると見込みます。

小・中・高校生の障害児に対して放課後や休日，夏休み等の長期休暇中にお
いて，生活能力向上のための訓練等を継続的に行うサービスで，利用実績の
伸びとニーズの高まりから年度ごとに10％前後の利用者増を見込みます。

障害児施設で指導経験のあるスタッフが保育所等を定期的に訪問し，障害
児や保育所等の職員に対し障害児が集団生活に適応するために行う専門的
支援で，実績から利用者の伸びと一人あたり月１．２日の利用を見込みます。

障害児の居宅を訪問し日常生活における基本的な動作の指導，知
識技能の付与等を行う支援で，利用者は１名程度で週１日（月５日）程
度の利用を見込みます。

障害児通所支援を利用する児童を対象に利用計画を作成し行うケ
アマネジメントで，セルフプランからの移行者も含め年度ごとに６人
程度の利用者増を見込みます。

関連分野の支援を調整するコーディネーターとして養成された相談
支援専門員等の配置を行うもので，研修の実施主体である県と連携
し研修受講による増加に努めます。

新規

新規

新規

新規

項　目

項　目
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地域生活支援事業（必須事業分）3

柱１

柱２

柱３

柱２

項　目基本計画
の柱 単　位 解　　　　　説

理解促進研修・啓発事業 実施有無 有 有

自発的活動支援事業 実施有無 有 有

障害者相談支援事業 実施か所 6 8

手話奉仕員養成研修事業 講習修了者 52 30

地域活動支援センター事業

移動支援事業（外出介護事業）
人/月

時間/月

316

5,263

342

6,156

2016
年度実績

2020
年度

基幹相談支援センター設置の有無 設置有無 有 有

相談支援機能強化事業 実施有無 有 有

住宅入居等支援事業 実施有無 有 有

成年後見制度利用支援事業 人/年 5 24

成年後見制度法人後見支援事業 実施有無 有 有

介護・訓練支援用具 件/年 22 22

手話通訳者養成研修事業 講習修了者 6 －
要約筆記者養成研修事業 講習修了者 6 －

手話通訳者派遣事業（広域派遣） 人/年 0 1
要約筆記者派遣事業（広域派遣） 人/年 0 1
盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 人/年 2 2

盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 講習修了者 2 2

自立生活支援用具 件/年 40 43
在宅療養等支援用具 件/年 55 50
情報・意思疎通支援用具 件/年 51 55

手話通訳者設置事業
通訳者数
相談件数/年

3
1,588

3
2,100

手話通訳者派遣事業
通訳者数
派遣件数/年

16
765

18
861

要約筆記者派遣事業
筆記者数
派遣件数/年

15
123

19
130

排泄管理支援用具 件/年 694 812
住宅改修費 件/年 8 7

実施か所（市内） 8 6
実施か所（市外） 5 9
人/月（市内） 179 180
人/月（市外） 12 12

障害児等療育支援事業 実施有無 有 有

相
談
支
援
事
業

日
常
生
活
用
具
給
付
事
業

意
思
疎
通
支
援
事
業

専
門
性
の
高
い
意
思
疎
通
支
援
事
業

市民に対し障害者等に対する理解を深めるため，各年度ごとに定期
的に実施します。
災害対策，ボランティア活動など事業目的に適した安定した事業活
動を支援します。

市直営１か所と民間事業者への委託も併せて実施し，複数の地域生
活拠点及び基幹相談支援センターを中心として，相談支援体制の充
実を図ります。

民間委託で専門性や質の向上を図ります。また住宅入居等支援事
業は地域生活移行の推進が図れるよう機能強化事業の委託内容に
含め実施します。

2016年度に開設した民間の児童発達センターに業務を一元的に
委託し，必要なサービス量の提供に努めます。

実績により横ばいで推移を見込みますが，2019年度からは実施場
所である教育福祉会館の耐震化等工事に伴い，代替場所での実施
が予定されるため，減少を見込みます。

屋外での移動が困難な障害者に対して外出のための支援を行うこ
とにより，地域における自立生活と社会参加を促進するサービスで，
障害者の社会参加を促進する観点から，利用者数は今後増加し，実
績から一人あたり月１８時間としての利用時間の増加を見込みます。

障害者などが集い，創作的活動や生産活動，社会との交流を進める
など多様な活動の場を設ける支援で，障害福祉サービスへの移行な
ども踏まえ，実施か所数及び利用者数は現状維持で見込みます。

聴覚障害者等の意思疎通を図るため，手話通訳者や要約筆記者の
派遣等を行います。派遣事業は民間委託で実施します。障害福祉課
内に設置手話通訳者が常駐し，窓口での手話通訳や手話通訳者，要
約筆記者の派遣に関する受付も行います。
手話通訳設置及び派遣の件数は，今後も需要が高まることが考えら
れるため，増加を見込みます。

手話通訳者及び要約筆記者養成研修事業は，教育福祉会館の耐震
化等工事に伴い，全ての事業の会場確保が難しく，需要の高い他の
手話講習の実施を優先するため，2019年度及び2020年度は休講
とします。盲ろう者向け通訳・介助員の養成研修等は千葉県，千葉
市，船橋市と共同で事業を実施します。また，派遣事業は毎年度一定
の利用人数を見込みます。

障害者に対して自立生活支援用具等の日常生活用具を給付するこ
となどにより，生活の便宜を図り，福祉の増進を図ります。これまで
の実績に基づき，「排泄管理支援用具」は今後増加する見込みです
が，そのほかの日常生活用具は横ばいで推移すると見込みます。

権利擁護のニーズに対応し実施します。

概要版




